
1. はじめに

本論文のねらいは、韓国（ソウル）と中国（北京）におい
て2003年度から毎年実施している、F-GENSパネル調
査のそれぞれ1年目報告結果をベースに、ジェンダー平
等政策について言及し、その困難について触れることに
ある。全体シンポジウムで使用した図表の多くはBグ
ループのパネル調査担当者の提供によるものであり、引
用にあたり提供者を明記した1。しかし本報告書作成段
階では紙数の制約上、大幅にカットせざるをえなかっ
た。本論の構成は以下、2.でF-GENSパネル調査の簡単
な概要、3.本論の分析視点、4.パネル調査結果から得た
若干の紹介、5.まとめ、の順に進める。

2. F-GENSパネル調査の概要

F-GENSパネル調査は、アジアにおけるジェンダー
平等を探る目的で、Bグループが担当している韓国・中
国2カ国における研究期間5年間にわたる定点観察であ
る。被標本対象者は、韓国が1年目（2003年度）調査で
は、満25～ 44歳の男女1722人（有配偶女性750人、同
男性498人、無配偶女性153人、同男性321人）で、有
配偶と無配偶の比は約3対1であった。このうち就業者
は女性が47％、男性90％、有配偶に限定すると就業女
性は40％、男性は95％である。
他方、中国北京調査の1年目（2004年度）調査対象者

は、全標本数が2610（有効数2609人、有配偶女性1155

人、同男性1026人、無配偶女性181人、同男性247人）、
有配偶と無配偶の比は84対16と韓国よりも有配偶者が
多い。また女性の就業者は63％（男性77％）で、韓国よ
り16パーセント･ポイント高い。これら詳細結果は、お
茶の水女子大学21世紀COEプログラムF-GENS Bグルー
プ編（2005a）および同（2005b）を参照されたい。
パネル調査の面白みはなんといっても研究プロジェ

クト期間中の5年にわたり、同一個人の追跡調査を通し
て、家族･仕事･家計などが各人のイベントにより変化し
ていく様子を、ジェンダーの視点から分析することにあ

る。調査項目の内容は、①1度だけ調査する過去･履歴
項目、②同一個人の変化を毎年調査する項目、③ジェ
ンダー課題をテーマとする項目、の3区分で、③はジェ
ンダー意識、情報化社会とジェンダー、階級社会とジェ
ンダー、福祉国家と政策などから成る。これらのパネ
ル調査概要についての解説はF-GENSジャーナルNo.3

（2004）のF-GENS第1回全体シンポにおける御船美智子
氏の報告を参照されたい。

3. 本論の分析視点

3.1　OECDにみる貧困計測
本論の分析視点は各国のジェンダー平等政策がその国

の所得分配上に大きな影響を与えるのではないか、とい
う仮説のもとに、パネルデータからその妥当性を探るこ
とにある。
そこでまず先進諸国における所得分配の最新情報を見る。

OECD（2005 Organization for Economic Co-operation 

and Development:：経済協力開発機構）の最新報告では
先進諸国25カ国に関する2002年時点の貧困率を計測し
ている。貧困率は所得分配を量る重要な代替指標であ
る。ここでの貧困率の定義は、「各国の平均所得水準の
50％以下にある人口割合」としており、参考値として基
準を緩やかにした、平均所得60％以下の数値（この結果
貧困率は高まる）も掲げている（図1）。

図1　貧困率のワースト5

その貧困率のワースト5は国順に、メキシコ、アメリ
カ、トルコ、アイルランドと続き日本が5位に登場す
る。しかも他国では過去10年間の貧困率が横ばい、あ
るいは低下しているのに対して、日本は10年前に比べ
倍増している深刻なケースである。日本はバブル経済崩
壊後、90年代後半から長期不況に陥り、所得分配の悪
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化が顕著になった。その背景には長期経済停滞の中、
様々な経済政策や社会政策が「公平性」よりも「効率性」を
重視せざるを得なかった結果、競争原理を一段と強めた
ことが考えられる。ジェンダー関連の指標で補足する
と、過去10年間、少子化への対策が一段と強調され社
会的関心が高まったにもかかわらず、出生率は低下し、
女性の正規雇用割合も低下した。すなわち女性が育児と
就業の両立を通して経済的地位を向上させ、総じて国全
体の所得分配に寄与するという目標は、日本においては
達成されなかったといえる2。

3.2　日本の過去10年間に及ぶ経済政策とジェンダー
関係

日本の少子化対策に対しては政府対応策への批判もで
ている（たとえば高橋2005）。また最近、小泉政権下で
新設された少子化担当大臣に就任した猪口邦子氏は、
2003年度に社会保障に支払われた総額84兆円のうち、
高齢者向け支出と児童･出産･子育て向け支出比率が「70

対4」である現実を指して、「著しい不均衡の是正」を最大
の政策課題に掲げると、その決意を語っている3。
筆者も過去10年間の日本政府の取った政策は、所得

不平等を強化したという立場を支持するものである。大
型経済対策の結果、財政赤字という最悪の事態を迎え
た中で登場した小泉政権が、そのスローガンに掲げたの
が、「小さい政府」である。一連の構造改革という名のも
とに市場原理、競争激化の過程で日本がかって誇った
「中流社会」は、貧富の格差拡大によって幻想と化した。
所得不平等は主に就労所得により発生する。日本で

は過去10年以上にわたる長期不況によって企業に対し
て、リストラ、大型倒産、統合合併の対処を余儀なくさ
せ、その結果労働者の雇用形態は激変した。特にそのし
わよせは女性に強く影響した。正規雇用から非正規雇用
（臨時、日雇い、パート、派遣労働など）への転換が一段
と進み、女性雇用者の非正規雇用割合は過半数を超えた
（註2参照）。
以上が日本に見た所得分配不平等の背景と経済の関係

である。では韓国、中国ではこの間、ジェンダー平等政
策と所得分配の間にどのような関係が見られたのか。本
論では2003年度から開始したパネルデータを用いて同
一個人が、家族・仕事･家計に現れた変化を通して分析
する。

4. パネル調査の結果から

4.1　ソウル、北京にみる労働力率の相違
所得分配の不平等は、第1に就業による勤労収入か

ら、第2にストックとしての物的資産･金融資産（遺産を
含む）から生じる。そこでもっとも基礎となる勤労収入
をもたらす就労の男女間の違いを示す労働力率の相違を
国別にみる。図2はまず中国について、（1）では中国全体
の性別労働力率の違いを、日本の女性労働力率との対比
で示し、（2）ではパネル調査から北京の1年目調査結果を
図示した。

図2　中国労働力率
（1）中国全体　（性別、年齢階級別）
　　（中国全体2000年、日本女性　2003年）

（2）北京　2004年（性別、年齢階級別）

労働力率は、労働力人口÷15歳以上人口を％表示し
たものである。中国全体の労働率は男女ほぼ同じ台形を
描くのに対し、日本ではよく知られているように、女
性はアルファベットのM字型を描き、出産･育児期に退

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

15-19 20-24 25-29 30-34 35-39 40-44 45-49 50-54 55-59 60-64 65-
歳

％

中国女性(2000年) 中国男性(2000年) 日本女性(2003年)

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

25-29 30-34 35-39 40-44 45-49 50-54
歳

％

女性 男性

（資料出所）中国は中国・国家統計局『人口センサス』、日本は総務省統計
局『世界の統計』。（資料提供;石塚浩美）

（注）F-GENS『中国（北京）パネル調査2004』データに基づき、石塚浩美
作成。
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職した後、再就職をするライフステージを描いている。
（2）の北京パネルデータは標本対象年齢を25～ 54歳に
限定しているため（1）図と異なって見えるが、男女の労
働力率はほぼ同形で、出産・育児期でも女性が引退しな
いという点に変わりはない。しかし詳細にみると、北京
の女性労働力率は、中国全地域の労働力率よりも労働か
らの引退が強まっているのが確認できる。これは大都市
北京ではすでに失業の女性化や、専業主婦化の現象が見
られていることなどが考えられる（F-GENS中国パネル
1年目報告書2005）。
他方、韓国についても韓国全体とソウルにおける労働

力率を比較して見よう（図3）。

図3　韓国労働力率
（1）韓国全体　2001年（性別、年齢階級別）

（2）ソウル　2003年（性別、年齢階級）

中国と同様に、（1）に韓国全体の男女別労働力率を、
（2）にソウル・パネルデータを掲げた。韓国全体の女性
労働力率は日本と同じM字型を描き、30～ 34歳層での
労働力率の落ち込みが鮮明である。全国データ（1）では

この30歳前半の労働力率は50％前後であるのに対し、
ソウル・パネルデータ（2）では、35％前後と大きく落ち
こみ、全国データとの差が大きい。また男性について
は、全国データとソウル・パネルの間で、20歳代後半
の若年で、ソウル・パネルデータの労働率が全国よりか
なり低くなっている。これは大都市での教育加熱による
進学率上昇が、労働力の低下要因になっていることを示
しており、特に男性に顕著に表れている。
このように、中国全体と同様、韓国全体データでも、

パネルデータはともに都市部を対象にしていることを反
映して、全国データより労働力率が低下しているという
類似性が見られる。それと同時に、韓国女性は、日本と
同じM字型労働率をもつが、中国では男女平等の労働
スタイルが定着しているという相違がはっきりと見られ
た。すなわち、日本と韓国では女性の労働は出産･育児
などで一旦労働市場から引退するが、中国ではこの日韓
女性に見られる特有な引退パタンーンがない。そこで次
節でこの点を男性の所得との関係から見てみよう。

4.2　ダグラス＝有沢の法則
先進諸国では半世紀前から、女性の就業と夫の所得と

の間に負の相関があることが、観察者の学者名をとって
「ダクラス＝有沢の法則」として知られている4。筆者が
4世紀前に書物を著したときには、まだ歴然と日本女性
の就業率と夫の所得との間には、負の関係があった（篠
塚1982）。すなわち、夫の所得が低いほど妻（又は他の
世帯員）の就業率は高まり、妻の就業は家計補助的と説
明され、また夫の所得水準が高まると、妻（又は他の世
帯員）の就業も減少するというものであった。
そこで右軸に夫の所得階層を、左軸に妻の有業率を書

いたグラフが右肩下がりの曲線が描けることをもって、
ダクラス=有沢の法則と命名されていた。しかしあれか
らもう4半世紀を経た現在、女性の高学歴化、就業機会
の男女平等を促進する多くの支援政策（国連性差差別撤
廃条約、国内的には男女雇用均等法、介護育児休業法な
ど）によって、この経験法則は過去の遺物となっていた
はずであった。
ところが実際はどうであろう。日本、および韓国では

依然として、ダクラス＝有沢の法則が健在であり、専業
主婦も既婚女性の半数を占めている。他方、北京ではこ
の法則は妥当しない（本誌ジャーナル5号、永瀬伸子論
文図表1-1を参照）。
前節で見たように日韓では、中国と異なり、出産･育

児期に妻が労働市場からリタイアして専業主婦になり、
労働市場から脱落している。他方、中国では夫の収入が
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（資料出所）韓国・統計庁『経済活動人口調査』（資料提供:石塚浩美）

（注）F-GENS韓国（ソウル） 調査2003のデータに基づき、石塚浩美作
成

88



第2回F-GENSシンポジウム
第2セッション・変貌するアジアとジェンダー平等政策の困難

高まると妻の就業も高まる。とくに高学歴同士のカップ
ルの存在は中国では新たな所得分配の不平等を作り出し
ている。以上見たように、日韓において、ダクラス=有
沢の法則が今なお健在であることは、男女平等政策のた
めの法制度的枠組みがいかに十全に整備されたとして
も、子どもを誰が育てるべきかという家族における価値
規範とのかかわりによって、大きな困難が働いていると
見るべきであろう。日韓では専業主婦の存在は依然とし
て今日的なテーマである。
他方、改革開放によって市場原理が導入され、経済成

長の途上にある中国にとっては、専業主婦願望者はこ
れから逆輸入され、新しい問題になる可能性が大きい。
ジェンダー平等政策のまえに立ちはだかる価値規範とい
う大きな困難にいかに立ち向かうか、課題は重い。

4.3　非生産領域における時間配分のジェンダー不平等
労働力率で見た女性の働き方は、日韓ともにM字型

のままで大きな変化がなく、他方、男性は台形であっ
た。これに対して北京は男女ともに台形で、女性は男性
とほぼ対等の生産労働を行っており、若干男性より労働
力率が下位であった。3カ国比較でみた経済活動におけ
るこのようなジェンダーに現れた相違は、家庭内の非生
産領域である時間配分にも現れてくる。
経済的対価がある市場労働が、「生産領域」での時間配

分であるのに対し、市場労働以外の「非生産領域」での時
間配分は、経済的対価とは無縁で無償である。この非生
産領域こそ、出産、育児、介護、家事全般を含む、明日
へ向けての人間の命の再生産活動にほかならない。

図4　3カ国に見る家事分担率（％）

図4は、既婚者に対し、結婚してから今までの家事量
を100とすると、自分は何割くらい担当したと思うか
を、男女それぞれに尋ねた結果である。家事分担率の男
女間比較は、北京男性が一番分担割合が高く、女性分担

の約半分を担当していた。対する日韓の男性は全く同じ
割合で、約2割程度の自己評価の分担であり、これは女
性分担の4分の1であった（日本のデータは財・家計経
済研究所2000）。
この結果をどう解釈するか。北京では男女ともに労働

力率は台形であったから、市場労働参加は男性と女性が
ほぼ同時間働くとすると、家庭においては男性の家事分
担が高いとはいえ、女性は対等の生産労働の上にさらに
家事負担が負荷されるので、一段と過重であると見るべ
きであろう。他方、日本と韓国での平均的家庭では、夫
婦間で家事労働等の分業がはっきりと行われており、伝
統的な夫婦の価値規範が強い。いわゆる「ジェンダー・
イデオロギー仮説」が妥当するといえよう。
通常、夫婦間のどちらかで社会的地位が高いことや、

経済的資源がより多い場合、本来、その者が家計内でも
優位に立ち、その分家事労働は軽減するという、いわゆ
る「相対的資源仮説」あるいは「権力説」が先進諸国ではな
り立つ。ところが、日韓ではまったく当てはまらない。
女性は収入が高くても、低くても、同様に多くの家事分
担を引き受けているということを説明するには、新たな
解釈が必要となろう。

4.4　北京にみるジェンダー平等の実態
このように北京パネル調査に見られる突出したジェン

ダー平等は興味深いものである。そこで次に中国家庭内
に注目して、夫と妻が一体どの分野において主たる決定
力をもっているかを見たのが、図5である。

図5　北京に見る家庭内決定権

この図から次のことが判明する。第1に、自分自身の
買い物は妻自身の方が決定力が大きい。第2に、自分自
身の就職･転職などの重要なことは、妻も夫も自分自身
で決定し、7割と高い。つまり個人主義志向が強い。第
3に、旅行や余暇などの過ごし方は、夫婦共同決定によ
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22.5

82.4

22

80

67.7

39.4

0 20 40 60 80 100

男性n;498

女性n750

男性n;934

女性n;934

男性n;1026

女性n;1155

韓
国

日
本

中
国

家事分担割合〔過去の家事を100とした割合〕

資料提供　山谷真名

3.8

4.1

22

15.5

5.4

74.7

6.7

44.6

38.6

12.1

7.9

19.4

71.8

3.7

60.9

18.7

53

82.5

61.5

54.4

19.4

17.5

30.4

34.4

4.6

1.3

8.6

10.6

3.3

4.2

2

2.3

3.8

4.1

22

15.5

5.4

74.7

6.7

44.6

38.6

12.1

7.9

19.4

71.8

3.7

60.9

18.7

53

82.5

61.5

54.4

19.4

17.5

30.4

34.4

4.6

1.3

8.6

10.6

3.3

4.2

2

2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子どもの保育方法

子どもを持つ時期

土地や家屋購入

旅行や余暇

妻の就職･転職

夫の就職･転職

妻のための大きな買物

夫のための大きな買物

夫決定 妻決定 夫婦共同決定 家族全員・他人
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る合意形成タイプが多い。第4に、土地･家屋購入など
人生最大の購入も、共同決定が6割と高い。第5に、子
どもを何時、何人作るかという決定権を示すリプロダク
ティブ・ライツは、夫婦の共同決定型が高く、8割であ
る。最後に、子どもの保育方法に関しては、夫婦共同決
定が過半数を占めたが、そのうち妻が4割と妻の発言力
が高いのも特色である。
以上の結果から、中国では市場労働でのジェンダー平

等が土台として強固であり、そのことが家庭内の決定権
に関しても、日韓に比較して、高い満足度をもったジェ
ンダー平等がもたらされている、と思われる。

4.5　女性にとって最大課題は保育
働く母親にとって就業継続の条件には子どもの保育

が最大の課題である。だが日本では専業主婦の存在が
まだ過半数を占めている。そのため、保育サービスの
利用についての単純な国際比較では、日本の低位が際
立ってしまう。たとえば2003年版内閣府『男女共同参参
画白書』には、保育サービスの国際比較の図が掲げてあ
る。そこでは対象者が就業･非就業込みのデータである
ため、日本の利用は13％と最低になっている（アメリカ
54％、スウェーデン48％など）。ところが有業女性に限
定したF-GENSパネルデータ分析を用いると状況は変
わる。日本の保育サービス利用は1歳までの幼児につい
ては25.2％と、その利用が高まる（F-GENSジャーナル
No.3　2004）。
だがこうした情報を追加してもなお、日本の働く母親

は異常な環境にあるといわなければならない。上記のフ
ルタイム就業母親のケースでは、子どもが1歳未の場
合、子どもの保育を誰が担当しているかを尋ねている。
3カ国比較では、「母親自身がすべて担当している」とい
うのは日本だけである（日本のデータは厚生労働省「出生
動向基本調査」によっている）5。ソウルでは「母親だけが
保育担当している」割合は日本よりも低く、6割、北京
ではさらに5割に減る。
日本の有業母親がたった1人で、保育を担当している

という図は、3カ国のなかで、もっともジェンダー規範
が強く残っている国というイメージを濃くする。これま
で、日韓比較では両国はジェンダー平等が非常に類似し
ている国であるとして、ひと括りにしてきたが、どうや
らこれは妥当しないようである。

4.6　ジェンダーでみる経済力の差
以上概観すれば、就業におけるジェンダー平等が達成

されている国ほど、家計内における経済的貢献について

もジェンダー平等が達成されているといえる。
パネル調査からわかった、夫婦全体の収入に占める

妻の貢献後の高さは、北京が4割でかなり高い。これに
対し、ソウルは25％だが、日本ではさらに低く14％と
いう結果であった（紙数の関係で図表は省略、F-GENS

ジャーナルNo.3、p93参照）。だがこの結果はこれまで
の分析からも納得ゆくものである。その背景には非生産
領域における家事、育児、介護労働などの時間配分に
見たジェンダー不平等が、日韓には鮮明に反映されてお
り、逆に北京ではこの領域でのジェンダー不平等が少な
かったからである。
ではこうした不平等意識は、日韓では結婚当初から存

在していたのであろうか。そうではなかろう。男女平等
の教育制度をはじめとして、結婚するまでは男女間で
ジェンダー・ギャップは顕在化していない。だが第1子
が生まれてから、ジェンダー規範が鮮明になる。出産･
育児を通じてさらに強固な性役割分業観が男女間で浸透
したと思われる。その結果、社会制度や慣行など、ジェ
ンダー平等をめざす社会的環境整備がいかに用意された
としても、両国では女性が出産･子育てのために就業か
ら引退することは当然視され続けてきた。
また女性の再就職の道が閉ざされていても、疑問もな

く社会的無関心の状態のまま、戦後半世紀以上へて、現
在に至った。こうした結果が特に日本では、現在の深刻
な少子化にまでたどり着く。現在、多くの国で就業と育
児の両立が重要な政策課題であると喧伝されている。い
ずれの国にとっても、人口は国の根幹にかかわる経済的
テーマでもあるからである。
北京では出産によって女性が労働市場から引退するこ

とは無かった。しかし最近では低学歴層の女性の無業化
や、専業主婦化する現象もでてきており、われわれのパ
ネル調査でも明らかになっている。資本市場経済への移
行によって生じた、新しいジェンダー不平等の到来とい
える。さらに中国における高学歴カップルの増加は、妻
の就業継続可能な富裕層の誕生を意味し、所得分配の不
平等を作りだす。また農村から都市への労働流入も、北
京には新しい階層社会形成の不安材料となっている。激
しいスピードで進む中国の経済発展は、先進諸国型とは
異なる新しい貧困を発生させ、新たな所得分配の不平等
をもたらす危険をはらんでいる。だがこれがジェンダー
平等の先進国である中国に対し、今後どのような影響を
及ぼすのか、未知数である。
他方、韓国では教育への加熱が低年齢層にまでシフト

しており、ここでもまた、古くて新しい所得分配の不平
等が生まれている。
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5. まとめ

パネル調査から見るジェンダー平等政策について中間
報告的なまとめに入りたい。
第1に、冒頭、日本では所得分配の不平等がこの10

年間で一段と進んだことから論を進めた。この間、日本
では女性の社会参加が緩やかに進む一方で、女性の非正
規雇用者が過半数を超える現象も、同時に進んだ。他方
では少子化に歯止めがかからない、という深刻な事態が
未解決のままである6。この間、所得分配が悪化してい
るということは、経済的貢献に対して日本の女性の貢献
度が低下しているということでもある。経済政策が優先
され、景気回復に膨大な財政が使われた一方で、ジェン
ダー平等政策が、少子化対策と同義に扱われている現状
には、疑問がある。しかしその少子化対策でさえも、真
の解決策にはなっておらず、形骸化している。そのうえ
ジェンダー平等達成の現状はさらに悪化している。国連
「人間開発報告書」に見るGEM（ジェンダー･エンパワー
メント指数）は、日本では2005年でさらに順位を下げて
いる7。
韓国と中国のパネル調査から得られた結果は、第1

に、日韓女性が、生産領域では類似のM字型労働力率
を描いているのに対し、中国は、男女同じ台形の労働力
率という対照的な相違があったことである。このふたつ
のタイプの労働形態の相違は、女性と出産･育児との関
係、特に第1子出産時の対応の違いが、国別で大きかっ
たことを指摘しておきたい。
第2に、中国は特に育児に関する特別な政策はとって

いない。しかし男女平等は国家形成の政治的な土台その
ものであるから、これが人々のジェンダー平等を創りだ
す思想的源泉になっていると思われる。そこでは法制度
などの外的枠組み形成と国民の意識との合意形成によっ
て、ジェンダー平等意識が醸成される。その結果、ジェ
ンダー平等が国家形成に必要欠くべからざる土台であ
る、ということに再び戻ってくる。そのため、これを国
民に普及させる強力な手段とは、ただひとつ（本論では
触れる紙数がなかったが）、「教育」であろう。
第3に、日本、韓国、中国の3カ国ともに所得分配の

不平等は今後一段と拡大すると予想される。しかし両者
の方向性は同じではない。日韓は労働によるジェンダー
「不平等」を通じて格差が拡大するであろう。これに対
し、中国では労働におけるジェンダー「平等」を通じて、
高学歴カップルの増大などによって、新たな不平等が拡
大する可能性が高い。
最後に、中国の経験からの知見では、ジェンダー平

等の達成はまず経済的側面での雇用平等からスタート
した。そのことを通して公平な生活時間配分が達成され
た。この先に進むべき政策面での理想的シナリオは、経
済政策および社会政策〔社会保障〕がジェンダー平等政策
と結びつき、その結果、所得分配の平等をもたらすとこ
とである。そのためには政治的、経済的な意思決定の分
野に、ジェンダーに理解ある男女が参画していくことが
必要である。その重要性を認識させる知的戦略として、
男女共通の「ジェンダー教育」の浸透が出発点となるであ
ろう。

1 11月6日の全体シンポジウム報告用に資料提供をいただいたB

グループのメンバーは永瀬伸子、石塚浩美、山谷真名、辺　静
の各氏で、深く感謝する。

2 合計特殊出生率は1994年1.50から2004年1.29（概数）と0.21ポ
イント低下した（出所 :国立社会保障人口問題研究所）。また女
性雇用者に占める非正規雇用割合（パート･アルバイト･派遣社
員など）は2003年から正規雇用を凌駕して過半数となり、2004

年（平成16）には51.7％となった（男性の同年の非正規雇用割合
は16.3％）。出所 :総務省『労働力調査詳細結果』2004年（平成
16）、役員を除く雇用者を100とした割合。

3 2005年12月10日朝刊「日本経済新聞」“人口減と生きる”より。
4 アメリカではP.H.ダグラス『賃金理論』（1934）が、日本では中山
伊知郎編〔1956〕『賃金基本調査』東洋経済新報社、で同様の検証
がされた。日本では中山編の中で執筆担当した故有沢広巳の名
をとり、「ダグラス＝有沢の法則」と称された。法則の概略は、
第1に、家計において世帯主以外の家族の有業率は、世帯主の
所得が低いほど高くなる。第2に、世帯主の所得を一定とする
と、他の世帯員の就業機会（賃金など）が上昇するほど、その有
業率が高まる。第3に家計の世帯主男子はその提示された賃金
率と無関係に就業する、の3法則である。このうち第1法則が、
妻と有業率との関係として、その後一般に論じられた。

5 永瀬伸子･竹沢純子〔2004〕「再生産領域のジェンダー格差」
『F-GENSジャーナル』No.3 p88では、母親フルタイムについて
「第1子1歳までの保育担当者は誰か？」という問いに対し、そ
の子の母が担当が、日本100％、韓国59％、中国48％、その父
が担当が、日本22％、韓国26％、中国17％であり、日本のフ
ルタイム母親の負担が際立って過重になっていることを明らか
にしている。
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本報告のテーマ

この報告のテーマは、「性」の内容が公的に検討され、
公的に定義され、権威あるものとして子どもたちに教え
られ、子どもたちはそれについて学習することを要求さ
れるという学校性教育が必然的に抱え込むことになる政
策的課題についてである。
学校性教育が政策的課題を必然的に抱え込むのは次の

理由による。すでに多くの論者が明らかにしてきたよう
に、性は個人にとってその存在や生存の根幹に関わる事
柄であり、一方、性の一面である生殖は、人間の社会の
存続に直接かかわり、それ故に人間の社会では普遍的に
社会的規範が性のありように対して直接およぶことにな
る。従って、性は極めて個人的なものであるにもかかわ
らず、社会的権威や権力と強力に結びつくという相矛
盾する性質を持つことになる。そのような社会的権威や
価値と結びついた性の内容が個人の生存の意味づけに影
響を及ぼすなら、それ自体が個人への抑圧になる。そこ
で、子どもたちに性についての内容やその「理想的」あり
ようを学校教育という社会的権威の場において教え学習
させることは、常に議論の対象となるのは必然であり、
時には、国家権力が個人の内面にまで及ぶものとして警
戒心を持って見られる。しかし、こうした強い警戒心を
持つ人々でさえ、子どもたちが性感染症の危険にさらさ

れることや望まない妊娠をすることや性暴力の犯罪者や
被害者になることは望まず、子どもたちが「正しい」性
の知識を持ち、「適切な」性行動をし、将来その子が成長
し生殖を望んだ時のための健康を維持し、将来の「健康
で幸福な」性生活に備えるという目的のために何らかの
形での教育が行われることには反対しない。ただし、そ
の教育が学校の場を通して行われることは、学校教育全
体を規定している様々な権威の文脈の中に、本来個人に
かかわる性を囲い込むことになり、そのこと自体が問題
であるという反対意見が出て来る。それに対しては、「子
どもたちを巡る性の環境が急速に劣悪になっており、そ
して子どもたちに性にかかわる〈問題行動〉が顕著に見ら
れるために、また、家庭や地域社会における性を巡る教
育力が低下している故に、そうした懸念はとりあえず棚
上げにして、とにかくある程度の学校性教育は必要であ
る」とする主張がある。その背景には、子どもたちの間
には性を巡る現象が深刻な社会問題として存在するとい
う日本社会全体を覆う認識がある。
性教育を学校で行うこと自体が論議を生み、また行う

にしてもその内容や具体的な教育方法において議論が生
じるのは、決して沖縄県に限られるものではなく、全
国いずれにおいても同様の問題を抱えていると推測でき
る。ところが沖縄県では特に問題解決型の性教育の必要
性が高いとする教育現場や行政における、また父兄の間
での認識があり、その一方では、教育をはじめ中央政府
からの要請に対しては常に警戒心を持たざるを得ない沖
縄県の歴史と現状とがある。こうしたことが沖縄県にお
ける事例を取り上げることは性教育が根本的に抱える問
題のありようを鮮明にすると考えたからである。

沖縄における性教育の政策的課題

波平恵美子
お茶の水女子大学　教員

6 日本の所得階層については、時間経過とともに同じ階層に留ま
る確率が、富裕層である第5分位では、過去10年間で低下し、
逆に貧困層である第1分位が上昇した（樋口･太田2004）。

7 国連開発計画（UNDP）『人間開発報告書』〔2005年〕では、女性の
政治的および経済的活動に参加し、意思決定に参加できるかど
うかを測る指標として、GEM（Gender Empowerment Measure）
やHDI人間開発指数（Human Development Index）を毎年公表し
ている。日本は2005年のGEMが78ケ国中43位と、2004年の
38位からさらにランクを下げた。
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